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満業コンツェルンをめぐる国際関係

宇田川勝

はじめに それゆえ、1930年代後半以降、企業人たちは、

「日満支経済ブロック」建設への協力、日中戦争

の早期解決、そして、アメリカ、イギリスとの協

調関係の維持、というきわめて困難な、かつ相互

に矛盾する課題の解決に直面したのである。

本稿は、そうした困難な課題に挑戦した事例と

して、鮎川義介のリーダーシップのもとで推進さ

れた日本産業の満州移転および満業コンツェルン

の活動を、それをとりまく国際関係と関連づけて

考察することを目的としている。

周知のように、1931年９月の満州事変勃発後、

日本をめぐる国際関係は悪化し、日本の国際的孤

立化が進行した。また、1930年代、特にその後半

期は軍部の政治・経済面への介入の強まりと、統

制経済の進展によって、企業の活動に種々の圧迫

が加えられていった。そうした政治・経済環境の

変化の中で、外国の対日投資は減少し、また、日

本市場に進出していた外国企業の撤退も相次いだ。

しかし、一方では、この時代を通じて、日本経

済は拡張をつづけ、重化学工業の急速な躍進がみ

られた。1920年代の不況期における企業の技術改

善・合理化努力が、1931年12月の金輸出再禁止以

後の円為替崩壊がもたらした輸入防逼・輸出促進

効果および満州事変による軍需増加の中で、よう

やく結実したからである。重化学工業の進展を中

心とする産業活動の活発化は、企業人に自信を与

え、彼らの企業家精神を高揚・開花させた。

しかしながら、彼らの企業行動は、1937年７月

の日中戦争の勃発後、次第に苦渋に満ちたものと

なった。日中戦争の拡大・長期化は日本の国際的

孤立化に拍車をかけ、そのため、日本政府は「日

満支経済ブロック」の建設を企図した。企業人に

とって、満州、中国の原料資源と市場は確かに魅

力であった。しかし、「日満支経済ブロック」建

設に対する協力は、軍部の侵略行動の容認ないし、

それへの追随を意味した。当時の財界主流を形成

した企業人の多くは、軍部の侵略行動に批判的で

あったい)。戦争の拡大・長期化は、アメリカ、

イギリスを中心とする自由主義諸国との対立・摩

擦を惹起することが必至であったからである。彼

らはそうした事態の出現を恐れていた。

1．日産コンツェルン本社の満州移転

久原財閥の創設者久原房之助は、1926年12月、

破産の危機に直面した同財閥の再建を義兄の鮎川

義介に依託した。鮎川は久原財閥の累積債務を親

族各家の援助で整理したのち、1928年12月、同財

閥の中核企業である久原鉱業を公開持株会社日本

産業（通称：日産）に改組改称し、その傘下に同

財閥の諸企業をとりまとめた。

こうして久原財閥を再編成して誕生した日産コ

ンツェルンも、発足直後に勃発した世界恐慌の影

響を受けて、経営不振を続けた。しかし、1931年

の満州事変の勃発、金輸出再禁止措置を契機とす

る日本経済の回復・拡大の中で、日産コンツェル

ンの経営も立ち直る。そして、日産コンツェルン

は、日本産業の公開持株会社機能・機構をフルに

活用した「コングロマリット戦略」を中心とする

積極果敢な拡大戦略を実施した。その結果、日産

コンツェルンは急膨張を遂げ、1937年６月までに

日本鉱業、日立製作所、日産自動車、日本水産な

どの有力会社を含む77社、その払込資本金合計額

４億7,363万円を支配する、一大企業集団を形成
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戦時ブロック経済体制の確立と満州の兵姑基地建

設が急務となり、その結果、「５カ年計画」は鉱

工業部門を中心に２倍に拡大修正された。しかし、

拡大修正された「５カ年計画」を、当時、占領地

の鉄道建設に忙殺されていた、南満州鉄道を中心

に成功裡に実施することは困難であると思われた。

その上、軍需産業部門の構築・拡大を急ぐ日本か

ら、「５カ年計画」が必要とする資金、資材を導

入することも容易ではなかった。

かくして、満州国政府と関東軍は、「５カ年計

画」の実施方法の再検討を余儀なくされた。そし

て、協議の結果、彼らは南満州鉄道を主体とする

－業一社主義の開発方式を断念し、それに代えて、

鮎川が提唱した資源開発と産業建設全体を統括す

る会社を設置し、それに「５カ年計画」の実施を

担当させる、いわゆる総合開発方式を採用するこ

とを決定した。同時に、彼らの間に、「５カ年計

画」実施上のネックとなると予想された資金、技

術問題を解決するため、それらをできうる限り外

国に求める気運がもち上がった。

そして、「５カ年計画」の立案者たちは、南満

州鉄道に代わる計画遂行機関をさがし、結局、鮎

川の率いる日産コンツェルンに白羽の矢を立てた

のであった。その理由は、鮎川が総合開発方式と

外資導入の提唱者であったことに加えて、日産が

５万人以上の大衆株主を有する本社をもつ公開コ

ンツェルンであったからである(6)。

満州国政府と関東軍は、鮎川に対して、「５カ

年計画」の遂行主体として日産本社を満州に移転

させるよう要請するとともに、日本政府と協議し、

その移転条件として、①満州国内の新規投資に対

する年６分の配当と元本の保証、②「二重課税」

負担の軽減、③株式の市場性の尊重、④株式を担

保とする社債発行の認可、⑤配当政策の自由、⑥

日本銀行、日本興業銀行からの積極融資の６特典

を提示した(7)。

これらの特典は、日産コンツェルンにとって魅

力であった。なぜならば、当時、日産は外面的膨

張とは裏腹に、その内面に立ち入れば、「まさに

ダンケルクの水際まで追いつめられたピンチ(8)」

した。この時点での日産の企業集団規模は、三井、

三菱両財閥のそれに次ぐものであった(2)。

ところで、日本第３位の企業集団を形成した日

産コンツェルンは、1937年11月、突然、日本産業

を「満州国(3)」の首都新京（現在の中国の長春）

に移転して社名を満州重工業開発（通称：満業）

と改称し、「満州産業開発５カ年計画」の遂行機

関となると発表した。

日産コンツェルン本社の満州移転のきっかけは、

受け入れ側の満州国政府と、その実質的支配者で

あった日本の在満駐留軍＝関東軍からもたらされ

た。満州国政府と関東軍は、1936年６月、同国の

「第２期経済建設計画」として、ソ連の「５カ年

計画」に倣って、南満州鉄道を主体とする一産業

一会社方式に基づく総投資額22億円の「産業開発

５カ年計画」を作成し、それを37年４月から実施

すると発表した。そして、その実施に先立って、

関東軍は、1936年秋、日本から産業経営者を招き、

「５カ年計画」についての意見を求めた(4)。こ

の時、日産コンツェルンの総帥である鮎川義介も

招かれ、彼の以下の意見が関東軍幹部ならび満州

国官僚から注目された。

「満洲のような広大な地域で、資源を開発し産

業を興すには、２つの方式がある。個々別々の各

業主義で行くライン式と、総合的なピラミッド式

である。普通考えられるのがライン式で、満洲国

の特殊会社制度もこれに属する。この際、従来の

独立した－業一社のライン式を思い切って捨てて

しまい、ピラミッド式に総合的な形で資源開発を

するのでなければ不可である。

先進国から資材と技術、さらに資本をも採り入

れる必要がある。満洲はアメリカに似て、土地は

広いし、物も豊富である。しかもへたに手がつけ

られていないからアメリカ式の本格的開発が可能

である。アメリカの近代的機械をもって開発すれ

ば、日本の工業よりも骨格の太い、力強い工業を

作り上げることができる(5)。」

「５カ年計画」は、1937年４月から－業一社方

式に基づいて、実施された。だが、その直後日中

戦争が勃発したため、日本と満州国を－体とする
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に直面していたからである。ピンチの原因は、金

融難と「二重課税」による課税負担の増大にあっ

た。日産コンツェルンの拡大は、前述のように、

満州事変・金輸出再禁止以降の日本経済の回復を

背景とする株式ブームの中で実施された「コング

ロマリット戦略」を通じて達成された。そして、

その戦略の原動力は、日本産業傘下子会社の株式

公開・売り出しによる巨額のプレミアム収入にあ

った。しかし、統制経済の進展は株式ブームを沈

静化させ、その結果、日本産業のプレミアム収入

は減少した。そして、その減少は日本産業の配当

率と株価を下落させ、同社の高株価を利用した

「コングロマリット戦略」の展開を困難にさせた。

また、プレミアムな収入の減少は、日本産業の借

入金を増加させ、同社の支払い利子負担を増大さ

せた。

こうした悪循環を打開するため、1935年４月、

日本産業は子会社株式を担保とする、5,000万円

の社債発行を計画した。しかし、この計画は、大

蔵省の反対で実現できなかった(9)。

さらに'937年に入ると、こうした金融難に追い

討ちをかけるように、臨時租税増徴法、北支事件

特別税が実施され、その結果、子会社の所得税お

よび臨時所得特別税の増徴のほか、持株会社の取

得配当金とプレミアム収入にも特別税が課せられ

た。そのため、日本産業の被る「二重課税」によ

る増徴は半期で約74万円にも達し、日産コンツェ

ルン全体の課税負担は１年間で500万円を超すこ

とが予想されたいo)。それゆえ、傘下に優良子会

社を有してはいたが、日本産業の持株会社として

のメリットはなくなり、同社の財務担当重役が日

産コンツェルンの解散を主張するまで、同社の経

営難は深刻化した。

このように、「ダンケルクの水際に追いつめら

れていた」日産コンツェルンにとって、日満両国

政府が提示した上記の６特典は確かに魅力であり、

鮎川が日本産業の満州移転を決意する上で、「誘

い水」として作用した。しかし、これらの特典は

コンツェルンの本社を海外に移転するリスクの見

返りとしての、当然の反対給付でもあった。それ

ゆえ、鮎川がこれらの特典を入手するために、日

本産業の満州移転を決断したと考えるのは早計で

ある。鮎川が日本産業の満州移転を決意した裏に

は、彼の遠大な計画があった。その1つは、日本

産業を満州に進出させて「５カ年計画」の遂行機

関とすることで、将来、日満両国にまたがる大コ

ンツェルンを建設したいという、企業家としての

“夢，，の実現であった。２つ目は、「５カ年計画」

の実施に際して、外国資本、特にアメリカ資本を

導入して日米両国の間に共通の利害関係を構築し、

それを「テコ」に悪化している両国関係の改善を

図り、最終的にはアメリカの満州国承認を取り付

けて、日中戦争の解決を図るというものであっ

た(!')。そして、鮎川はアメリカの満州国承認の

実現に、日本産業の満州進出の積極的意義を見い

だし、そこに自身の企業家生命を賭けていた。そ

れゆえ、鮎川は、日本産業の満州移転の最終条件

として、日満両国政府ならびに関東軍に対して、

「５カ年計画」に外国資本を導入することを強く

要求した。その結果、両国政府とも鮎川の要求を

認め、1937年10月に閣議決定した「満州重工業確

立要綱」の中に、「５カ年計画」の「諸事業の開

発経営に付ては外国資本の参加を認め、外国技術

設備と共に努めて外資の導入を図ろものとす。右

は本案の要件として特に重きを置くものとす('2)」

と、明記したのである。

2．外資導入交渉

日本産業は、1937年11月20日、臨時株主総会を

開いて本社を満州国の新京に移転することを決議

した。そして、翌月１日、満州国の治外法権全面

撤廃によって日本産業は同国法人となり、社名を

満州重工業開発と改称し、同社総裁に鮎川義介が

就任した。

こうして、成立した満州重工業開発はただちに

資本金を倍額の４億4,000万円に増資し、その増

資新株を満州国政府に所有させると、同国政府お

よび南満州鉄道が所有する特殊会社の株式を順次

肩代わりするとともに、「５カ年計画」の遂行機
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関としての活動を開始した。まず最初に企業集団

としての満業コンツェルンの規模をみておけば、

日満両国における傘下企業の活発な事業活動の結

果、「５カ年計画」の最終年度の1941年までに、

満州重工業開発は満州に31社、日本に63社の計９４

社を支配した。この94社の払込資本金合計額は、

２２億6,455万円に達した。この時点での三井財閥

傘下企業の払込資本金合計額は13億6,299万円、

三菱財閥のそれは12億6,399万円であったから、

満業の規模は三井、三菱両財閥のそれを上回って

いたのである('3》。この点からみる限り、日満両

国にまたがる－大企業集団の形成を念願していた

鮎川の意図は、実現されたということができる。

次に満州重工業開発自体の投資残高（傘下企業

に対する株式投資、貸付金の合計額）をみれば、

１９３８年下期と１９４１年下期の間で、それは、

５億7,525万円から17億2,867万円へと増加し

た('4)。その内訳をみれば、1939年下期には早く

も満州関係事業への投資残高が日本関係事業への

それを上回り、1941年下期には両者の投資比率は

87:１３となった。この間、満州重工業開発は、

「５カ年計画」の遂行機関として、満州関係事業

への投資を強力に進めたのである。

では、満業コンツェルンは、「５カ年計画」に

おいて、どのような成果をあげたのであろうか。

原朗教授の研究によれば、「５カ年計画」の全投

資額とその生産目標（時価換算）のうち、満業コ

ンツェルンは、前者について27億2,600万円、後

者について12億3,600万円を予定されていた。し

かし、満業が５年間で実際に投資した資金は計画

の54％の14億9,284万円であり、その生産実績は

計画の34％の４億2,200万円であった(15)。満業

コンツェルンは「５カ年計画」の実施主体であっ

たにもかかわらず、投資実績、生産実績の両面で

計画を大幅に下回っていたのである。しかも、こ

の間の満業へ投資額に対する生産額比率は28％と

いう低率であった。

以上のように、満業コンツェルンの「５カ年計

画」における経営実績は芳しいものではなかった。

その原因として、私はすでに別稿で、①外資導入

の失敗、②資源開発の誤算、③統制経済体制の弊

害、④「５カ年計画」自体の破綻の４点を指摘し

た('6)。しかし、紙面の制約上、ここで、この４

点の要因をすべて再検討することはできない。

そこで、本稿では、このうち①の要因、すなわ

ち、外資導入の失敗の事例をとりあげることにし

たい。その理由は、すでにみたように、「満州重

工業確立要綱」は外資導入を「５カ年計画」遂行

の最重要項目に位置づけていたし、また、鮎川の

満業コンツェルン経営の最終目標である、日米間

の経済的利害の一致とそれに基づくアメリカによ

る満州国承認の成否は、まさに外資導入の如何に

かかっていたからである。

鮎川は、「満州の重工業を５カ年（実際は10年

かかると思った）で建設するには30億円を要する

ものとして少なくともその３分の１、願わくは半

分は外資（主として米ドル）に依存すべきであ

る(】7)」と、考えていた。そこで、日産コンツェ

ルン本社の満州移転が内定した、1937年10月、腹

心のスタッフ三保幹太郎と、米国人ＬＷ・マレ

ー（日産の外資提携会社の日本コロンビア、日本

ビクター財務担当役員）をアメリカに派遣して外

資導入工作の準備を進める一方、満州重工業開発

の成立後は自ら外資導入交渉のため渡米する計画

を立て、日本郵船会社の浅間丸の船室を予約した。

しかし、鮎川の渡米計画は、1937年12月１２日、揚

子江を航行中のアメリカ砲艦「パネー号」を日本

軍が撃沈した事件が発生し、これを機にアメリカ

の対日世論が一段と悪化したため、中止を余儀な

くされた。

しかし、鮎川は満州への外国資金導入工作をあ

きらめなかった。鮎川は三保、マレーのほか、満

州重工業開発理事の浅原源七を欧米に派遣し、外

資導入の手がかりを求めつづけた。また、彼は外

資誘致の下地を固めるため、地質鉱物学の世界的

権威である元米国政府鉱山局長のフォースター・

ベーン博士を招いて、「東洋のザール」と言われ

た満州南部の東辺道地域の地下資源の調査を依頼

した。そしてさらに、満州重工業開発傘下の昭和

製綱所の設備改善について意見を求めるため、鉄

4６ 
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鋼業コンサルタントとして世界的名声をもち、ド

イツのゲーリング製鉄所を設計した米国のブラサ

ート社の副社長や技師を招いた('8)。

しかし、鮎川の懸命な努力にもかかわらず、外

資導入工作は日中戦争の拡大が影響したこともあ

って、その大半が暗礁に乗り上げ、予期した成果

をあげることができなかった。そのため、鮎川は

アメリカ政府が日米通商航海条約の廃棄を通告し

た、1939年７月26日、日満両国政府と関東軍に

「外資問題経過報告書('9)」を提出し、外資導入

が事実上失敗に終わったことを告げなければなら

なかった。

そこで、次にこの「報告書」に基づいて、満州

重工業開発が行った外資導入のさまざまな試みと、

その失敗の原因について、みてみよう。満州重工

業開発は３つの方法によって外資導入工作を試み

た。その第１は、外国の会社から機械と資材をク

レジットによって購入する方法であった。満州重

工業開発は多くの会社と交渉を行った。しかし、

1939年７月までに彼らとの間にクレジット契約が

成立したのは第１表にみられるように、９件のみ

で、その合計額は5,000万円にすぎなかった。

第１表満州重エ業開発のクレジットによる機材・製品購入（確定分）

注）このほか、満州重工業開発はチェコスロバキアのスコダ社、ドイツのヘンセル社、フランスの

ユージヌ社と交渉をもっていた。

出所）「外資問題経過報告書」（鮎川家所蔵）。

第２は、外国会社との事業提携を通じて外資導

入を図る方法であった。満州重工業開発は第２表

に示したように、１０社と交渉を行い、このうち

1939年７月までに７社と最終交渉に入った。しか

し、この７社との合弁計画はすべて不成立に終わ

った。

第３は、海外金融業者の仲介の下に、満州重工

業開発が必要とする生産設備・機械を任意に買い

付けられる長期、かつ巨額の資金を調達する方法

であった。この方法は同社が最も希望し、熱心に

追求したものであり、第３表のように、２１件の提

案が検討された。しかし、これらの提案を行った

業者の多くは、「二、三流の金融ブローカー(２０)」

で信用がおけず、満州重工業開発は彼らとの交渉

を早期に断念した。また、信用のおける業者から

の提案は融資条件が厳しく、しかも融資国政府が

満州国を承認していないことがネックとなり、成

立に至らなかった。

4７ 

国籍 相手方
ロ

名ロロ 買付額総額 現金払 延払額

ｸﾚｼﾞｯﾄ 

期間

米米米米米米独
ｵｰｽﾄﾘｱ 

独

エマーマン

ペン

． ツ ペル

ドル

フォード

ＧＭ 

ベンツ

ポーレル

カーロウヰッ

古

古

鉱 関貨機用磯山
鉱山用設 械車車備
自動車及び部品

自動車部品

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車及び部品

特殊鋼

機械類

427,470ドル

146,000ドル

177,160ドル

186,270ﾄﾞル

3,495,000円

5,000,000円

489,900ﾎント

30,000ﾎント

゛

十

2,000～4,000万円

００００ 
００ 

１０８９ 
０９ ４０８４－０９ ７９ 

５１４２ 
０８ 

７９８６ 
０４ 

２ 

５ 

割３ 

００００００００ ００８８００１０ ００７１００９０ ９７９９０９９７ ２５２４５０００ ５５９２９０４３ 
１ 

１４５４ ９勺３４ 
割７ 

1年６月

1年

2年６月

1年

l/5は2年

4/5は1年

1年5月

11月

８月

2年

延払額通計約50,000,000円
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第２表満州重工業開発の事業提携（1939年現在交渉中のもの）

出所）第１表と同じ。

第３表満州重工業開発に対する各種の融資斡旋申込一覧

出所）第１表と同じ。ただし、内容については、注15の原朗論文。

4８ 

国籍 相手方 内容 金額

７ 《丁

正米独独米米独
ワス ＳＫＦ 

メスタ

航空省

ヘンセル

ハービソンヴォーカー

フォード

ライヒトメタル

高級ポールペアリング

圧延機械その他重機

機体（ハインケル）発動機（ＢＭＷ）

ディーゼル自動車

マグネサイト工業

自動車工業

軽合金製造工業

(以上合計）

500,000ﾎント
⑪ 

1,000,000ﾄﾞル

58,000,000ﾏﾙｸ 

５ 

5,000,000円

500,000ドル

000,000ﾄﾞル

2,500,000円

130,000,000円

独伊独
ビュイシング

フィアット

デムラーベンッ

ディーゼル自動車

飛行機及び自動車

ベンツ自動車製造権

人名 国籍 内容

ウィットラー

マイェルペーカム

フォーコンフレ

モーデルハンメル

シャンドラー

クライマン

立花良介

マレー

ストーン

タベラ

フリセリオ

ユリウス・ミュラー

スキデリスキー

チャプマン

ジョージセール

プリッツ

ベルギー大使館

ドル社

トルビー

モス

ハート

(上海）

独

仏

独

米

米

日

米

米

伊

伊

ｽｲｽ 

露

米

英

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 

ﾍﾞﾙｷﾞｰ 

米

ｵﾗﾝﾀﾞ 

米

米

＋ 

日本外貨債の価格引上げ操作とユダヤ系資本２～３億円の調達。

スイスに勧業銀行を設立し、満業社債担保で銀行の社債売出し。

欧州企業シンジケートよりｌ～２億円融資仲介。仏政府拒絶。

ドイツ凍結マルク利用のクレジット案およびメキシコ石油、米鋼

材、セリグマン商会融資斡旋。

デュポンより４千万ドル〈対米輸出の１割担保）または２千万ドル

(公社債担保） ｡ 

大蔵省筋の紹介。クーンレープ等ユダヤ系資本の融資斡旋。日本外

償担保。

日米貿易独占管理の米国法人貿易会社設立案。

元コロンビア・ビクター蓄音器財務担当重役、ポーランドの鉄鋼

輸入。

ロサンゼルスタイムス社長秘書、ＮＹアルパートショー代表。融資

斡旋○ 

クレヂ・イタリア在上海代表。融資斡旋申込。

バンコ・コメルシアル代表。伊側と満業の連帯保証による第三国資

本誘致案。

天羽スウェーデン公使紹介、２億フラン融資斡旋申込。

Mulmg炭坑株主。鮎)||と同道渡米し対満投資勧誘の申込。

東京セール商会（ギャランチートラスト銀行関係会社）。クライス

ラー自動車買人、資金融通援助申込。

金融業者。適当の時機を見て融資斡旋の申込。

駐英公使、前ＳＫＦ会長、鮎川の知人。欧州での外資調達斡旋約。

同国産業金融団体よりのクレジット供給申込の非公式紹介。

機械製作工業に関する提携申込。

元駐支公使。外資問題打診。

レパプリックスチール社日本代表。外資斡旋申込。

ナショナルシティ銀行副頭取。時局終息後の商取引。
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訪問と、そこでの外資導入の可能性について、駐

独日本大使来栖三郎に意見を求めた。彼の意見は

次のようであった。

「外資をアメリカ一点ばりで行くのは、非常に

賢明な策です。しかし、現在の情勢では、これを

達成するには外交の転換をまつほか望みはない。

そのうちに必ず好機が来る。が、それまでは仕方

がない。残念ながら隠忍自重しなさい(25)。」

そして、来栖は、日本政府が今日とる基本政策

は第１に太平洋に波風を立てないこと、第２にソ

連との友好関係を保つこと、であると主張し

たく26)。鮎川に同行し欧州各地で情報を収集して

いたスタッフの意見も来栖のそれと同じであった。

そのため、鮎川は三保幹太郎だけを訪米させ、

1940年５月、帰国した。

たとえば、アメリカで外資導入工作を担当して

いた浅原源七は、1939年３月14日、鮎川に次のよ

うに報告している。

「大きな借款にしろ、小さな取引の場合にしろ、

アメリカ側の当事者たちは、未承認国との契約で

は、権利確保の方法がないからといって、どうく

どいても相手にしてくれない。問題はいつも、満

州国の承認というところでひっかかってしま

う(２１)｡」

このように、満州重工業開発の外資導入交渉は、

第１の方法による5,000万円のクレジット契約の

成立以外、ことごとく失敗に終わったのである。

しかし、外資導入の実現なしで、満業コンツェ

ルンによる「５カ年計画」の遂行は不可能であっ

た。そこで、上記の「外資問題経過報告書」の提

出後、鮎川は直接アメリカ財界首脳と交渉する決

意を固めた。しかし、右翼と軍部の一部(22)にア

メリカ資本の満州導入に反対する動きがあり、外

務省は彼の訪米を認めなかった。そうした折り、

鮎川は、駐満ドイツ公使のウィルヘルム・ワグ

ナーから「満州の大豆とドイツの機械とのバータ

ーを行えば、満業の計画は遂行できるのではない

か(23)」、という提案を受けた。そこで、鮎川は、

満州国政府の総務長官星野直樹から１万トンの大

豆の使用許可をもらうと、1939年12月、ドイツを

訪問した。ドイツ訪問には２つの目的があった。

その１つは、ドイツが欲する大豆を提供する代わ

りにドイツから機械設備を購入することであり、

もう１つは、スウェーデン経由でアメリカに渡り、

外資導入の可能性をさぐることであった。鮎川は

ドイツにおいて、油脂源の洞渇に悩む油脂工業関

係者や飼料不足を憂慮する畜産業者から大歓待を

受けた。そこで、1940年３月、アドルフ・ヒトラ

ー総統と会見した鮎川は、「大豆をわけて欲しい

というところが多すぎて、割り当てに困っている

ので、総統の指図を受けたい」と、申し出た。し

かし、ヒトラーの返事は、「今ドイツは戦備が第

一で、大豆の見返りに機械を国外に出す余裕はな

い」というものであった(24)。

そこで、鮎川はもう１つの目的であるアメリカ

３．民間外交の展開と満州撤退

ドイツから帰国した鮎川義介は、アメリカの対

満投資を実現するためには、日中戦争の解決と日

米両国関係の改善が不可欠であると考え、フラン

クリン．Ｄ・ルーズベルト大統領との直接会談

の機会を求めて、積極的な民間外交を展開する。

まず鮎川は、アメリカ滞在中の三保幹太郎に指

示してルーズベルト大統領との会見実現のための

工作を進めさせる一方、1940年５月、アメリカの

リパブリック・スチール会社駐日代表兼東京トラ

スコン会社社長ロバート。Ｆ・モスの紹介で、駐

日アメリカ大使ジョゼフ.Ｃ・グルーと会い、極

東問題の解決策を説明すると同時に、ルーズベル

ト大統領との会談の場をつくってくれるよう依頼

した。

その結果、三保から鮎川に次のような電報が届

いた。

1940年７月９日付来信

「こちらの国務省を抜きにして、大統領から直

接グルー大使に対し、それとなく総裁（鮎川のこ

と－引用者）のことを聞き合わせるかも知れませ

ん。小生の意見として、総裁はアメリカとの通商

条約、ことに機械などの必需品買い入れについて

4９ 
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は、日本として最適の第一人者であって、満州支

那問題でも軍と関係が深い旨を、申し述べておき

ました(27)。」

７月11日付来信

「大統領と会談される件は、こちらの下ごしら

えもできました。もし必要ならば、外相・総理に

たいし、総裁は大統領と十分連絡があると申され

ても大丈夫になりました(28)。」

三保の来信に対して、７月11日、鮎川は三保に

次のように返信した。

「情勢デリケートにして、この地の軍にわれわ

れの工作を打ち明け、相談するわけにいかぬこと

残念なり。しかし、大統領がイニシアチープをと
（ママ）

って、鮎Ⅱ|を招んだ形がととのえば、それをた

れにしてものにする可能性あり。われ、明日たち

陸路渡満、関東軍の了解を得る目的にて、当たっ

てみるつもり(29)。」

さらに、７月12日、グルー大使から鮎川のもと

に次のようなメモランダムが届いた。

ＥＭＢＡＳＳＹＯＦＴＨＥ 

ＵＮＩＴＥＤＳＴＡＴＥＳＯＦＡＭＥＲICA 

Memomnduum 

ＡｓａＩ巳sultofourdiscussionseveralmonthsagoof
Japanese-Americanrclations，ImfOnnedtheAmericanGovemment 
ofyourviewsasyouexpressedthemtoｍｅ．MyGovemmenthas 
studiedyourviewswithmterest，ａｎｄｉｔａｐｐ正ciatesyourwishto
assistmpromotingcoopemtionbetweenourtwocountmes・Smceyou
believethattheIeisapossibilityofbringingaboutafairand 
satisfactorysettlementoftheFarEastemsituation-fairand 
satisfaｃｔｏｒｙｔｏａＵｃｏｎｃｅｍｅｄ－ａ､ｄｓｍｃｅｙｏｕａｌｓｏｍｃｌｍｅｔｏｔｈｍｋ 
ｔｈａｔｉｔｍigdltserveausefUlpurposefbryoutovisittheUnitedStates 
andmpersｏｎｔｏｌａｙｙｏｕｒｖｉｅｗｓｂｅｆＯｒｅａｐｐｍｐｒiateAmerican 
Govemmentofficials，perhaps，consistenUywiththatbeliefyou 
woｕｌｄｃｍ巴toconsidermakingsuchatripatthiｓｔｉｍｅ・Shouldyou
decidetoundertakesuchatIip，Ｉｆｅｅｌｔｈａｔｌｃａｎａｓｓｕｌｃｙｏｕｔｈａｔｍ 
ｓuchaneventAmericano伍cialswiUgladlydiscusssuchpmblemswith
youashavebeenthesubjectofconversationsbetweenus、Inadvance
offUllermfbnnationyouwmrealize，ｏｆcourse，thatIcouldnot 
possiblyofferanopiniononwhatmightbemyGovemment,ｓreaction 
toyourpossiblesuggestions・Youwillunderstandalsothatthis
expressionofmyviewsdoesnot，ｏｆｃｏｍｓｅ，ｉｍｐｌｙａｎｙｃｏｍｍｉｔｍｅｎｔ， 
eitherfbrmyGovenmnentormyself，concernmgtheAmerican 
Govemment'spossibleattitudetowardsuggestionswhichyoumay 
presenttothem． 

Tokyo，Ｊｕｌｙ12,1940. 
JosephCGrew（３０） 

このメモランダムを受け取った鮎川は大変喜び、

ちに「私にとって正に天来の福音というべきで

したアメリカ訪問とルーズベルト大統領との会談

は実現されなかった。グルー大使からのメモラン

ダムが届いた４日後、米内内閣が総辞職して第２

のちに「私にとって正に天来の福音というべきで

あった(３１)」と述べている。しかし、鮎川が念願

5０ 
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次近衛内閣が成立し、外務大臣に松岡洋右が就任

したからである。松岡は、枢軸国との提携強化策

を打ち出し、９月27日、日独伊の３国軍事同盟条

約を締結する一方、アメリカに対しては摩擦を求

めることはしないが、毅然たる態度をとることを

表明した('2)。

鮎川は、ルーズベルト大統領との会見が不可能

となったのちも、引き続き日米関係改善に努力し

た。そして、彼は、日米戦争の回避を目指して、

近衛－ルーズベルト会談の実現に向けて各種の工

作を行った(33》。しかし、周知のように、両者の

トップ会談は実現をみることはなかった。

1941年10月18日、近衛に代わって陸軍出身の東

条英機が内閣を組織した。東条はアメリカとの外

交交渉による関係改善を断念し、対米戦争の準備

を進めた。しかし、鮎川は日米戦争に反対する立

場をとりつづけた。そして、1941年11月２３日、

鮎川は、以下の５点を骨子とする「日米戦争回避

策(34)」を武藤章軍務局長を通じて東条首相に提

出した。

の実施方針は、満州国自体の産業建設方針から日

本に対して基礎的な資源、資材を提供する方針へ

と大きく変更された(36)。

こうした満業コンツェルンをとりまく経営環境

の悪化の中で、1940年に入ると、鮎川は満業に

よる「５カ年計画」の推進に見切りをつけ始め

る(37)。だが、鮎川が満州重工業開発総裁を辞任

するまでに、なお２年間の歳月を要した。前述の

ように、鮎川は対米工作を通じての外資導入の可

能性に－綾の望みをつないでおり、そうした工作

を有利に行うためには、同社の総裁に留まる必要

があったからである。

しかし、1941年に入り、日米両国の関係悪化が

決定的となり、アメリカからの資本導入の望みが

なくなると、鮎Ⅱ'は密かに満州撤退戦略を構想し、

それを順次実施していった。その構想は第，に満

州重工業開発を満州国全体の産業開発遂行機関か

ら、単なる傘下企業の統轄機関とすることであり、

第２に満業コンツェルンを在満系企業と在日系企

業に分離し、それぞれを二元的に管理運営するこ

とであった。

まず前者の方策からみてゆけば、満業コンツェ

ルン本社は、1941年３月と８月の２度にわたって

機構改革を断行した。３月、満業本社はそれまで

の職能部門別組織を再編して、総裁室、企画部、

東京支社のほか、鉄鋼部、石炭部、非鉄金属部、

機械工業部の４部を設置した。そして、在満関係

会社を業種別に大別して、この４事業部に所属さ

せ、それぞれの統轄理事の指揮下におくとともに、

それら現業会社の事業計画、資金計画、物動計画

および人員計画の立案・調整権限を企画部に集中

した。この機構改組の狙いは、「５カ年計画」の

もとで在満系企業の事業計画ごとに割り当てられ

ていた経営諸資源を満業本社に集中し、それらを

満業本社の計画と責任に基づいて４事業部に再配

分することで、本社の傘下企業に対する統制を強

化することにあった。

しかし、この機構改組の成果をみる前に、満業

本社は再編成をしなければならなかった。1941年

８月に日満両国に制定された重要産業団体今に基

①米国は日本の満蒙指導権を認めること。

②米国は蒋・汪両政府の提携を斡旋し、日本と

協力して中国の政治的独立、門戸の世界的開放

に協力すること。

③日ソ間に無兵緩衝圏を設けること。

④日本は独伊の枢軸から手を引き、日米環太平

洋連盟を結成すること。

⑤日米通商航海条約を復活し、米国は日本に５０

億ドルの借款を与えること。

しかし、東条は、「今はもうその段階ではな

い(35)」として、この「日米戦争回避策」を鮎川

に差し戻したのであった。

ところで、満業コンツェルンの経営は、外資導

入の失敗によって、大きな打撃を受けた。特に、

その失敗は、「５カ年計画」遂行の基礎となる、

本格的な資源開発を不可能にした。それに加えて、

日中戦争の拡大に伴う統制経済の強化と関東軍の

介入によって、満業の自律的な経営活動は大きく

束縛された。さらに'940年から、「５カ年計画」
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づいて、両国の重要産業部門ごとに統制会が設置

され、その結果、当該産業分野における生産・配

分計画の割り当てと経営諸資源の配分権限が統制

会の手に掌握されてしまったからである。そのた

め、８月、満業本社は事業別の４部体制と企画部

を廃止し、その職能を(1)傘下事業会社の人事支

配および経営指導、(2)投資および金融、(3)投資

会社の業務および会計監査の３点に限定した(38)。

その結果、満業本社は傘下企業の単なる持株会社

となり、同時に統制会の協力機関と化してしまっ

た。

満州撤退の第２の方策として、1941年６月、満

州投資証券会社が設立された。満州重工業開発は、

前記の「満州重工業確立要綱」によって、在日系

会社の株式を順次売却し、それを満州に投下する

ことを約束させられていた。この在日系会社の株

式の資金化と、前者の経営権を満州重工業開発か

ら奪回することを目的として設立されたのが、満

州投資証券会社であった。

戦争経済の進展の中で、多量の低利戦時公債を

購入させられていた日本の生命保険会社は、資金

運用先として当時業績好調な重化学工業会社への

投資を望んでいた。そのことを察知した鮎川は、

日満両国政府に交渉して、生命保険18社の共同出

資による満州国法人の満州投資証券を発足させた。

そして、彼は同社に満州重工業開発の所有する在

日系会社の株式を譲渡し、その代金を満州産業開

発資金として投下することを計画した。

満州投資証券の資本金は、満州重工業開発が所

有する在日系会社の株式価格の総額に等しい４億

円であった。そして、同社の株式はｌ株1,000円

の議決付のない株式35万5,000株と議決権付き株

式5,000株から成っていた。前者の株式には満州

国政府から年５分の配当保証と元本の10年後償還

条件が付与されており、それは生命各社によって

引き受けられた。他方、後者の議決権付き株式は、

鮎川の主宰する株式会社日産によって所有され

た(39)。

かくして、満州投資証券の設立と、満州重工業

開発所有の在日系会社株式の前者への売却}こよっ

て、満業コンツェルンは、満州重工業開発が管理

する在満系会社グループと、株式会社日産が経営

権をもつ在日系会社グループに分断され、事実上、

日満両国にまたがって形成された満業コンツェル

ンは解体してしまった。その解体を通じて、鮎川

は日本産業の満州移転に際して課せられていた責

務の一端を果たすとともに、在日系会社グループ、

すなわち、日産コンツェルンの経営権を満州重工

業開発から奪回することに成功した。そして、鮎

川は、日本が日米戦争の緒戦の勝利に酔っていた

最中の、1942年12月、満州重工業開発の総裁を辞

任した。

おわりに

日中戦争勃発後の日本をとりまく国際政治・経

済環境を今日の時点から振り返る時、「満州産業

開発５カ年計画」に外国資本、特にアメリカ資本

を導入する可能性はきわめて乏しかったといえよ

う。その意味では、アメリカ資本導入に企業家生

命を賭けた鮎川義介の行動は、“ドンキホーテ的

行動”であったといえるかもしれない。しかし、

当時の日本の企業人の多くは、「日満支経済ブロ

ック建設」という国策に協力しながらも、日中戦

争の早期解決を模索していたし、また、米英との

協調関係の維持を願っていた。ただ、これらの３

つの課題を同時並行的に達成することは至難であ

り、そのために具体的行動をとる者は少なかった。

そうした財界の状況の中で、これらの課題実現の

ため果敢に挑戦したのが、鮎川による日産コンツ

ェルンの満州進出、すなわち、満業コンツェルン

の活動であった。

ところで、企業の国際活動は、“経済の論理”

と“政治の論理,,の間でしばしば翻弄されるとい

われる。満業の活動は、‘`経済の論理”の追求を

通じて“政治の論理がとの調和を図ることを企図

したものであった。しかし、1930,40年代の国家

主権の確立、あるいはそれが強力に主張される国

際、国内環境のもとでは“経済の論理，，と“政治

の論理，，の調和はむずかしく、結局、満業コンツ
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エルンの経営活動も両者の論理のジレンマの中で

翻弄され、挫折していったのである。

(10)宇田川勝(1976）「日産財閥の満州進出」

『経営史学』第11巻第1号,p､６２

(11）「鮎川邸における満州関係者懇談記録」

（1951.10.26）『満業重要書類(4)』所収,鮎川家

所蔵．

なお、満州開発に外国資本を導入する計画は、

鮎川の提案以前にも、多くの人によって提案さ

れていた。この点については、長幸男「アメリ

カ資本の満州導入計画」前掲、細谷ほか『日米

関係史』を参照。

(12)前掲「満洲国史」ｐ､554-555．

(13)前掲「日本財閥とその解体jp445-446．

(14)前掲,宇田川『新興財閥』ｐ71-73．

(15)原朗(1976）「『満州』における経済統制の展

開一満鉄改組と満業成立をめぐって」安藤良雄

編『日本経済政策史論・下』所収,東京大学出

版会,ｐ､292．

(16)前掲,宇田川「日産財閥の満州進出」ｐ67-

６９． 

(17)鮎川義介(1980）「私の履歴書」「私の履歴書

・経済人』第９巻,日本経済新聞社,ｐ65-66．

(18)前掲,友田「鮎川義介一回想と抱負』ｐ､５９．

(19)この報告書は、『鮎川義介著述集』第１巻下，

鮎川家所蔵、に所収。

(20)吉野信次(1962）『おもかじとりかじ－裏から

みた日本産業の歩み』通商産業研究社,p､428．

吉野は商工省事務次官退任後、1938年11月か

ら1941年２月まで満州重工業開発の副総裁をつ

とめた。

(21)前掲,友田『鮎川義介一回想と抱負』ｐ43-

４４． 

(22)当時、軍の上層部はアメリカ資本の満州導入

を強く望んでいた。しかし、佐官・尉官クラス

の間には、それに反対する者も少なくなかった。

(23)前掲,鮎川「私の履歴書」ｐ70．

(24)同上,ｐ､71-72．

小島直記(1967）「鮎川義介伝』日本経営出版

会,ｐ136．

(25)前掲,友田『鮎川義介一回想と抱負』ｐ７８．

(26)同上,ｐ,７９．

注

本研究は1990年度の法政大学特別助成金を受け

ている。

(1)この点については、さしあたり次の文献を参

照されたい。

中村秀一郎(1971）「日本経済連盟会の活動」

細谷千博・斎藤真・今井清一・蝋山道雄編『日

米関係史一開戦に至る10年』第３巻,東京大学

出版会．

森川英正(1976）「1930年代における企業人の

意識」『思想』第624号,岩波書店．

(2)宇田川勝(1984）『新興財閥』日本経済新聞社，

ｐ､１０． 

なお、日産は重化学工業中心のコンツェルン

であるという特徴をもっていた。日産コンツェ

ルンの経営史については、同上書第１章を参照。

(3)日本の学会では、通常「満州国」にはカッコ

をつけているが、煩雑であるので、以下、カッ

コを省略する。

(4)鮎川のほか、津田信吾（富士紡績社長）安川

雄之助（東洋拓殖総裁）、森鑑昶（森コンツェ

ルンの創設者）、野口連（日窒コンツェルンの

創設者）などが招かれている。

(5)満洲国史編纂刊行会編(1970）「満洲国史」

総論,満蒙同胞援護会,ｐ547-548.

(6)関東軍は、財閥家族によって封鎖的にコント

ロールされている三井・三菱等の財閥に悪感情

をもっていた。当時、鮎川とその親族の日本産

業の持株比率は５．２％にすぎなかった。

(7)持株会社整理委員会編(1951）『日本財閥とそ

の解体」上巻,ｐ78.

(8)友田寿一郎編『鮎川義介一回想と抱負』稿本，

鮎川家所蔵,p､37.

(9)日本において株式を担保とする社債発行が、

認可されたのは1938年からである。
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(27)同上,ｐ,８８．

(28)同上,ｐ８９．

(29)同上,ｐ､89-90．

(30)同上,ｐ９０．

なお、以上の電報、メモランダムは、前掲、

小島「鮎川義介伝』にも収録されている。

(31)前掲,友田『鮎川義介一回想と抱負』ｐ・'04-

105． 

(32)松岡の外交政策については、松岡洋右伝記刊

行会編(1974）「松岡洋右一その人と生涯』

講談社、を参照。

(33)前掲,友田『鮎)11義介一回顧と抱負』p93-

lO6参照．

(34)この「日米戦争回避策」は、前掲『鮎川義介

著述集』に収録されている。

(35)前掲,鮎川「私の履歴書」ｐ､76．

(36)前掲,宇田川『新興財閥』ｐ77．

(37)前掲,鮎川「私の履歴書」ｐ73．

(38)満洲国政府編（１９６９）『満洲建国十年史』

原書房,ｐ588-589．

(39)前掲,宇田川『新興財閥』ｐ､７９．

株式会社日産は、満業コンツェルンの在日系

企業の連絡調整機関であった。
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本誌への転載については、鈴木俊夫経営史学会イ
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